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１ 令和元年度事業計画

（平成31年４月１日～令和２年３月31日）

令和元年度は、次の事業を実施するものである。

⑴ 空港ターミナルビル（旅客ビル、貨物ビル及びレンタカーターミナル）の賃貸及び管理運営

航空会社、物品販売店、飲食店、自動車リース業者等40社に、チケットカウンター、事務室、店舗

等として賃貸するものである。

⑵ 航空旅客及び航空事業者に対する役務の提供

航空旅客を対象にエアポートラウンジを営業し、また、航空事業者から航空機内の清掃業務を受託

するものである。

⑶ 飲食物、旅行用日用雑貨及び土産品の販売

旅客ビルの出発ロビーにおいてカフェを営業するとともに、国際線の免税売店で酒類、たばこ、電

化製品、雑貨等を、自動販売機で飲料等を販売するものである。

⑷ 広告宣伝業

旅客ビル内に広告枠を設置し、地元企業等の広告宣伝を行うものである。

⑸ 修繕・機器更新事業

送迎デッキフェンスの改修及び浄化槽の部品交換等を行うものである。

⑹ 利用促進対策等

ア 広報事業

ホームページのリニューアル、会社案内パンフレット及び多言語対応フロアガイドの新規作成、

北東北５空港合同情報誌の発行、ホームページ及びＦａｃｅｂｏｏｋページによる情報発信、自社

カレンダーの制作等を行うものである。

イ 利用促進事業

国内線については、定期便の維持・拡大のため、青森県等の関係機関と協力して各種プロモーショ

ン活動やイベントに参画するものである。

また、国際線については、定期便の維持・拡大のため、青森県等の関係機関と協力して利用促進

活動やミッション団に参画するとともに、国際定期便利用者の利便性向上のために韓国語及び中国

語の通訳を配置するものである。

ウ 青森空港にぎわい事業

「青森空港空の日記念イベント」に協賛するとともに、季節イベントや東奥日報女性倶楽部「ジョ

シマル」を活用したリニューアルＰＲイベントを開催するものである。

また、青森空港除雪隊「ホワイトインパルス」のＰＲのため、除雪作業見学ツアーの継続実施等

を行うものである。
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エ 社員教育研修事業

外部講師による研修会を開催し、また、外部の研修会等に積極的に参加するものである。

⑺ 旅客ターミナルビルリニューアル事業

青森空港旅客ターミナルビルの旅客取扱施設等の狭隘
あい

化の解消、旅客の利便性及び快適性の向上等

を図り、また、テナントの増収対策、省エネルギー対策及び既存設備機器の効果的な更新を計画的に

実施することを目的に、昨年度から実施している青森空港旅客ターミナルビルリニューアル増改修工

事を完成させるものである。
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２ 平成儫年度事業実績

（平成30年４月１日～平成31年３月31日）

平成30年度は、次の事業を実施したものである。

⑴ 空港ターミナルビル（旅客ビル、貨物ビル及びレンタカーターミナル）の賃貸及び管理運営

航空会社、物品販売店、飲食店、自動車リース業者等37社に、チケットカウンター、事務室、店舗

等として賃貸したものである。

⑵ 航空旅客及び航空事業者に対する役務の提供

航空旅客を対象にエアポートラウンジを営業し、また、航空事業者から航空機内の清掃業務を受託

したものである。

⑶ 飲食物、旅行用日用雑貨及び土産品の販売

旅客ビルの国際線の免税売店で酒類、たばこ、電化製品、雑貨等を、自動販売機で飲料等を販売し

たものである。

⑷ 広告宣伝業

旅客ビル内に広告枠を設置し、地元企業等の広告宣伝を行ったものである。

⑸ 修繕・機器更新事業

パッセンジャーボーディングブリッジの部品交換等を行ったものである。

⑹ 利用促進対策等

ア 広報事業

北東北５空港合同情報誌の発行、ホームページのリニューアル及びＦａｃｅｂｏｏｋページによ

る情報発信、自社カレンダーの制作等を行ったものである。

イ 利用促進事業

国内線については、定期便の維持・拡大のため、青森県等の関係機関と協力して各種プロモーショ

ン活動やイベントに参画した。

また、国際線については、定期便の維持・拡大のため、青森県等の関係機関と協力して利用促進

活動やミッション団に参画するとともに、国際定期便旅行者の利便性向上のために韓国語及び中国

語の通訳を配置したものである。

ウ 青森空港にぎわい事業

「青森空港空の日記念イベント」に協賛するとともに、東奥日報女性倶楽部「ジョシマル」を活

用した飛行機撮影イベントを開催したものである。

また、青森空港除雪隊「ホワイトインパルス」のＰＲのため、除雪作業見学ツアーの継続実施等

を行ったものである。
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エ 社員教育研修事業

外部講師による研修会を開催し、また、外部の研修会等に積極的に参加したものである。

⑺ 旅客ターミナルビルリニューアル事業

青森空港旅客ターミナルビルの旅客取扱施設等の狭隘
あい

化の解消、旅客の利便性及び快適性の向上等

を図り、また、テナントの増収対策、省エネルギー対策及び既存設備機器の効果的な更新を計画的に

実施することを目的に、青森空港旅客ターミナルビル増改修工事に着手したものである。
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３ 平成儫年度決算報告書

⑴ 貸 借 対 照 表

（平成31年３月31日現在）

(( ))7

（単位 円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

【流 動 資 産】
現 金 ・ 預 金
売 掛 金
商 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
未 収 法 人 税 等

【固 定 資 産】
（有 形 固 定 資 産）
建 物
構 築 物
機 械 装 置
什
じゅう

器 備 品
建 設 仮 勘 定

（無 形 固 定 資 産）
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ エ ア

（投資その他の資産）
投 資 有 価 証 券
出 資 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産

【 1,350,782,487】
1,311,232,619
2,656,785
9,923,707
1,705,079
2,855,180
19,875,917
2,533,200

【 2,300,941,180】
（ 2,187,444,166）

779,358,564
9,972,401
1,802,712
65,410,789

1,330,899,700

（ 4,541,461）
687,200
3,854,261

（ 108,955,553）
77,980,000
100,000
7,600,000
23,275,553

【流 動 負 債】
買 掛 金
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
預 り 金
前 受 収 益
前 受 金
賞 与 引 当 金

【固 定 負 債】
預 り 敷 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金

【 156,076,455】
5,066,250
113,353,797
4,373,100
4,161,300
474,817
3,236,331
15,770,640
9,640,220

【 113,071,489】
13,746,489
92,917,000
6,408,000

負 債 合 計 269,147,944
純 資 産 の 部

【株 主 資 本】
（資 本 金）
（利 益 剰 余 金）
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
修 繕 積 立 金
建 設 積 立 金
偶発損失積立金
繰越利益剰余金

（その他有価証券評価差額金）

【 3,354,704,091】
（ 1,620,000,000）
（ 1,734,704,091）

19,440,000
1,715,264,091
508,896,400
941,000,000
180,000,000
85,367,691

（ 27,871,632）
純 資 産 合 計 3,382,575,723

資 産 合 計 3,651,723,667 負債・純資産合計 3,651,723,667



⑵ 損 益 計 算 書

（平成30年４月１日～平成31年３月31日）
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（単位 円）

科 目 金 額

【売 上 高】
不 動 産 収 入
免 税 売 店 売 上 高
販 売 機 売 上 高
ラ ウ ン ジ 売 上 高
そ の 他 収 入
【売 上 原 価】

516,700,333
159,575,918
4,497,630
53,704,302
20,663,150

【 755,141,333】

【 126,101,132】

売 上 総 利 益 629,040,201

【販 売 費 及 び 一 般 管 理 費】 【 486,682,517】

営 業 利 益 142,357,684

【営 業 外 収 益】
受 取 利 息 ・ 配 当 金
雑 収 入

2,891,837
347,529

【 3,239,366】

経 常 利 益 145,597,050

【特 別 損 失】
固 定 資 産 除 却 損 29,467,968

【 29,467,968】

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

116,129,082
33,670,513
1,491,736
80,966,833
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⑶
株
主
資
本

等
変
動
計
算
書

（
平
成
30
年
４
月
１
日
～
平
成
31
年
３
月
31
日
）

（
単
位
円
）

株
主

資
本

評
価
・
換
算
差
額
等

純
資
産
合
計

資
本
金

利
益
剰
余
金

株
主
資
本

合
計

そ
の
他

有
価
証
券

評
価

差
額
金

評
価
・
換
算

差
額
等

合
計

利
益
準
備
金

そ
の
他
利
益
剰
余
金

利
益
剰
余
金

合
計

修
繕
積
立
金
建
設
積
立
金
偶
発
損
失

積
立
金
繰
越
利
益

剰
余
金

当
期
首
残
高

1,
62
0,
00
0,
00
0

19
,4
40
,0
00

50
8,
89
6,
40
0
79
1,
00
0,
00
0
17
0,
00
0,
00
0
16
4,
40
0,
85
8
1,
65
3,
73
7,
25
8
3,
27
3,
73
7,
25
8

33
,1
98
,3
96

33
,1
98
,3
96
3,
30
6,
93
5,
65
4

当
期
変
動
額

積
立
金
又
は
剰
余

金
の
積
立
て

15
0,
00
0,
00
0

10
,0
00
,0
00
△
16
0,
00
0,
00
0

0
0

0

当
期
純
利
益

80
,9
66
,8
33

80
,9
66
,8
33

80
,9
66
,8
33

80
,9
66
,8
33

株
主
資
本
以
外
の
項

目
の
当
期
変
動
額

(純
額
)

△
5,
32
6,
76
4
△
5,
32
6,
76
4
△
5,
32
6,
76
4

当
期
変
動
額
合
計

0
0

0
15
0,
00
0,
00
0

10
,0
00
,0
00
△
79
,0
33
,1
67

80
,9
66
,8
33

80
,9
66
,8
33

△
5,
32
6,
76
4
△
5,
32
6,
76
4

75
,6
40
,0
69

当
期
末
残
高

1,
62
0,
00
0,
00
0

19
,4
40
,0
00

50
8,
89
6,
40
0
94
1,
00
0,
00
0
18
0,
00
0,
00
0

85
,3
67
,6
91
1,
73
4,
70
4,
09
1
3,
35
4,
70
4,
09
1

27
,8
71
,6
32

27
,8
71
,6
32
3,
38
2,
57
5,
72
3



個 別 注 記 表

１ 重要な会計方針に係る事項

⑴ 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

その他の有価証券

市場価格のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法、

売却原価は移動平均法）

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）

⑵ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

建物（附属設備を除く。）

平成10年３月31日までに取得した資産 法人税法の規定に基づく旧定率法

平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得した資産

法人税法の規定に基づく旧定額法

平成19年４月１日以後に取得した資産 法人税法の規定に基づく定額法

建物以外（建物の附属設備を含む。）

平成19年３月31日までに取得した資産 法人税法の規定に基づく旧定率法

平成19年４月１日から平成28年３月31日までに取得した資産

法人税法の規定に基づく定率法

平成28年４月１日以後に取得した資産 法人税法の規定に基づく定額法

無形固定資産

ソフトウエア

平成19年３月31日までに取得した資産 法人税法の規定に基づく旧定額法

平成19年４月１日以後に取得した資産 法人税法の規定に基づく定額法

⑶ 引当金の計上基準

賞 与 引 当 金 将来の支給見込額のうち当期負担額を計上

退 職 給 付 引 当 金 当期末に発生していると認められる額を計上

役員退職慰労引当金 当期末に発生していると認められる額を計上

⑷ 消費税等の会計処理方法

税抜方式
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２ 貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 3,695,019,668円

３ 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 32,400株

４ 税効果会計に関する注記

⑴ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

① 繰延税金資産

賞与引当金 2,936,411円

未払事業税 1,207,008円

減価償却超過額 1,086,107円

退職給付引当金 28,302,518円

役員退職慰労引当金 1,951,877円

繰延税金資産計 35,483,921円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △12,208,368円

繰延税金負債 △12,208,368円

繰延税金資産の純額 23,275,553円

５ 金融商品に関する注記

⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

資金運用については安全性を最優先とし、日本国債、政府保証債及び地方債、定期預金等を原

則としている。

資金調達については銀行借り入れによる方針としているが、該当する金融商品はない。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクにさらされているが、取引先ごとの期日管理及び

残高管理を定期的に行っている。

投資有価証券である国債、長期性預金である定期預金は、市場価格の変動リスクにさらされて

いるが、金融機関等の財務内容等のデータを定期的に収集分析している。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが２箇月以内の支払期日である。
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⑵ 金融商品の時価等に関する事項
平成31年３月31日（当期決算日）における貸借対照表計上額等

➤１ 負債に計上されるものについては（ ）で示している。
２ 時価の算定方法は次のとおりである。
現金及び預金、売掛金、未収入金、買掛金並びに未払金 帳簿価額による。
投資有価証券
満期保有目的の債券 取引金融機関から提示された価

格による。
その他有価証券 期末日の市場価格による。

６ 賃貸等不動産に関する注記
青森市内において、賃貸収益を得ることを目的として空港ターミナルビルを所有している。
なお、その一部を自社使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産として
いる。
貸借対照表計上額

➤１ 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。
２ 当期増減額のうち主な減少額は、減価償却によるものである。
３ 当期末の時価は、建物残存耐用年数に応じた見積収益と見積支出との収支差額に割引キャッ
シュフロー（ＤＣＦ）法を適用し計算している。
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（単位 円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

現金及び預金 1,311,232,619 1,311,232,619 ―

売掛金 2,656,785 2,656,785 ―

未収入金 19,875,917 19,875,917 ―

投資有価証券
その他有価証券 77,980,000 77,980,000 ―

買掛金 （5,066,250） （5,066,250） ―

未払金 （113,353,797） （113,353,797） ―

（単位 円）

貸借対照表計上額
当期末の時価

前期末残高 当期増減額 当期末残高

賃貸等不動産として使用さ
れる部分を含む不動産 847,732,929 △68,374,365 779,358,564 －

うち賃貸部分に関する部
分 817,044,996 △65,899,213 751,145,783 1,071,273,704



７ 主要株主等との取引に関する注記

➤１ 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して希望価格を提示し、価格交渉の上で決定して

いる。

２ 取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含む。

８ １株当たり情報に関する注記

⑴ １株当たりの純資産額 104,400円48銭

⑵ １株当たりの当期純利益 2,498円97銭

９ その他の注記

退職給付引当金

⑴ 企業の採用する退職給付制度

就業規則に基づく退職一時金制度があり、期末自己都合要支給額の100％を退職給付引当金とし

て計上しており、外部拠出積立による運用はしていない。

⑵ 退職給付債務等の内容

① 退職給付債務 92,917,000円

② 退職給付引当金 92,917,000円

⑶ 退職給付費用の内訳

勤務費用 7,148,000円

(( ))13

会社等の名称 所 在 地 資本金又は
出資金 事業の内容 議決権等の

被所有割合

青森県 青森県青森市長島１丁目１番１号 － 地方公共団
体 直接 54.6％

日本航空㈱ 東京都品川区東品川２丁目４番11号 3,558億4,500万円 定期航空運
送事業等 直接 10.5％

会社等の名称
関係内容

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高役員の
兼任等

事業上
の関係

青森県 － 不動産
賃貸

受取家賃等 59,362,634円 未収入金 2,438,861円

賃 借 料 9,402,935円 － －

日本航空㈱ － 不動産
賃貸 受取家賃等 201,757,244円 未収入金 3,686,496円




